
【基本目標３】誰もが多様なきっかけや、つながりで参加できる社会
（１）幅広い参加・就労機会の創出 P117～P125

★重点取組み
主管課

主な関係部局

福祉課（障害福祉
担当、地域支援担
当、総務企画担
当、総合相談担当）

産業経済部（産業振
興課）

保健福祉部（健康づく
り課）

★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点

1
障害者雇用促進
法に関する広報
啓発

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

2
ボランティアセン
ター運営事業

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

内容 R5年度実績

障害者雇用促進法に規定された雇
用分野における障害者に対する差
別の禁止や障害者が職場で働くに
あたっての支障を改善するための措
置、障害者の職業訓練、就職面談
会等について、県やハローワークと
連携し、広報紙、ホームページ等を
活用した広報啓発を実施します。

障害者の職業訓練や就職のための合同企業面談会
などについて、市のホームページや広報紙への掲載
やチラシの配架を行うなど、障害者雇用促進法に関
する広報啓発を実施しました。

ボランティアを必要とする人とボランティ
アをしたい人を結ぶため、ボランティア
団体及び個人を登録し、ボランティアの
要請があった場合にマッチングを行うと
ともに、市内の施設等に対してボラン
ティアのニーズ調査を実施するなどコー
ディネート機能の充実に努めます。併せ
て、新たなボランティアの発掘や要請を
行うため養成講座を実施します。【実施
主体：市社会福祉協議会】

ボランティア団体登録数: 41団体
ボランティア個人: 24人
ボランティアニーズ情報収集やボランティア活動情報を提
供するとともに、49件のボランティア活動をコーディネートし
ました。また、災害ボランティア活動の支援・促進として、
「ICT研修」を実施し、ボランティア登録受付やニーズ申込
にスマホやタブレット等を用いる仕組みを取り入れ、その手
法を地域住民に体験してもらいました。
さらに、災害時の床下対応の重要性を周知し、その対応が
できる人材を養成するため、「床下対応講習会」を2回実施
しました。
加えて、災害発生時に、迅速かつ効果的に被災者支援活
動を行えるように、自発的に救援活動を希望するボラン
ティアの事前登録を行いました。（登録者合計24人）

名称 概要 R5年度実績
実績数値

（％）
課題 今後の取組

事業　
継続/終了

R6年度の
変更点

1
幅広い就労機会
の創出

障害の有無や年齢を問わず、また、病気に
なっても、働きたい人が働くことのできるよ
う、企業や福祉関係者の相互理解を促すと
ともに、障害や病気等への理解を深める取
組みを進めます。
・働くことが難しい人の就労を支援する体制
の充実
・病気や障害のある人の就労についての理
解促進
・当事者や支援者と、事業者の相互理解の
促進

【福祉課総合相談担当】
R5年度は、就労支援に関わる機関で組織する就労
支援ネットワーク会議(拡大会議4回、事務局会議9
回)を通じ、次のことに取組みました。
・高齢者、障害者、働きづらさを抱える人など就労に
おいて支援を必要とする人の新たな就労先を探す
就労支援の取組を検討しました。
・各支援関係機関における就労支援の取組みの発
信、共有をしました。
・就労支援セミナーを開催しました。

【福祉課障害福祉担当】
福岡県就労支援協同組合において、働きづらさを
抱えている方を対象とした週20時間未満就労モデ
ル事業（県の補助事業）を本市及び飯塚市で行いま
した。また、大牟田未来共創センターにおいて超短
時間雇用の取組みが進められました。

実績：17人

※福祉施
設から一般
就労施設
へ移行する
人の数
【目標値:34
人】

【福祉課総合相談担当】
依存症や刑余者など、就労
に関する支援制度の狭間に
あって、対応が困難ケースに
ついて、支援機関相互のネッ
トワークを充実させることが
必要です。

【福祉課障害福祉担当】
求人企業と求職者のニーズ
のずれもあるが、短時間雇
用が新たな選択肢として認
知されるような継続的な取組
みが必要です。

【福祉課総合相談担当】
障害や病気の有無、あるい
は年齢を問わず、働きたい
人が働くことのできるよう、就
労支援ネットワーク会議の取
組みの充実を図ります。

【福祉課障害福祉担当】
柔軟な雇用形態を生み出す
ためには企業等の理解が必
要であることから、関係機関
と情報共有し、理解啓発を図
るための取組みを進めます。

【福祉課総
合相談担
当】
継続

【福祉課障
害福祉担
当】
福岡県の
モデル事
業は５年
度で終了
共創セン
ターの取り
組みは継
続

無



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

3
就労継続支援事
業

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

4
障害者の雇用促
進と工賃向上

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

5
障害児進路指導
連絡協議会

学校教育課指導室 継続 無

6

スポーツ・レクリ
エーション教室開
催等事業、スポー
ツ大会開催事業

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

7
障害のある人の
文化芸術の推進

生涯学習課

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

8
大牟田市職員採
用選考試験等の
実施

人事課 継続 無

9
障害者雇用優良
事業所の表彰

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

通常の事業所で働くことが困難な人
に、就労の機会の提供や生産活動
その他の活動の機会の提供、知識
や能力向上のための訓練を行う就
労継続支援事業の充実に努めま
す。

利用者数　就労継続支援A型　231人　就労継続支援
B型　296人　

障害者自立支援・差別解消支援協
議会の就労支援部会において、障
害者の雇用促進と工賃向上を図る
ため、地域課題の抽出とその解決に
向けて、官民協働で取組みを推進し
ます。

就労支援部会を４回実施しました。また、就労系の障
害福祉サービス事業所をターゲットにして、事業所連
絡会を開催し、２１事業所からの参加がありました。
就労支援部会の目的である「障害者の工賃向上」や
「障害者雇用の促進」についての説明や、障害者を
支援するうえでの困りごと等の情報を共有するため
のグループワークを実施しました。
行政機関（大牟田市役所等）における職場実習は、３
名の申込みのうち、２名の受入れを行いました。

大牟田市教育委員会を窓口として、
障害者就業・生活支援センター、福
祉課、市社会福祉協議会、中学校、
特別支援学校＊等の関係者で大牟
田市障害児進路指導連絡協議会を
設置し、障害のある生徒の進路や就
学について連携協力し、障害のある
子どもの校外学習や雇用確保等の
充実を図ります。

障害者就業・生活支援センター代表等で構成される
障害児進路指導連絡協議会を７月と３月に実施しま
した。障害のある児童生徒の進路指導のための情報
交換、校外学習や雇用先確保のための諸活動を行
いました。

障害者等の体力増強、交流、余暇
等に資するため、各種スポーツ・レク
リエーション教室を開催するととも
に、文化芸術活動の促進を図りま
す。また、障害者スポーツの普及と
スポーツを通じた交流を深めるた
め、誰もが一緒に楽しめるアダプ
テッドスポーツ＊を取り入れた障害
者スポーツ大会等を開催します。

スポーツ・レクリエーション教室及びスポーツ大会は、
ボッチャ等のスポーツ教室やスポーツ大会を開催し
ました。
（スポーツ・レクリエーション教室7回実施、スポーツ大
会は6回実施。）　

障害のある人の社会参加を促進す
るため、作品の発表、交流を促進す
る場の創出等、障害のある人による
文化芸術活動を推進します。

障がいのある人とない人が交流を楽しむイベントにお
いて、障害のある人の作品の展示や文化芸術にふ
れる体験会を実施しました。

障害のある人を対象とした市職員採
用選考試験を実施するとともに、会
計年度任用職員制度の活用により、
身体・知的・精神等の障害のある人
の確保に努めます。

市職員採用選考試験においては、採用に至らなかっ
たものの、会計年度任用職員として、精神に障害が
ある方を4名採用しました。

大牟田市雇用問題協議会（会長：大
牟田市長）において、障害者雇用優
良事業所を表彰し、障害者雇用の推
進を図ります。【実施主体：大牟田市
雇用問題協議会】

障害者雇用優良事業所として、公共職業安定所に推
薦を依頼し、市内事業所を表彰しました。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

10
障害者優先調達
の推進

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

11
福祉施設利用者
の一般就労への
支援

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

12
交通バリアフリー
基本構想の推進

都市計画・公園課 継続 無

13
シルバー人材セ
ンター事業

福祉課（総務企画担
当）

継続 無

14
生涯学習ボラン
ティア登録派遣事
業

生涯学習課 継続 無

15
高齢者生きがい
づくり社会参加促
進事業

地区公民館（生涯学
習課）

継続 無

「大牟田市障害者就労施設等から
の物品等調達推進方針」に基づき、
障害者就労施設等から提供可能な
物品等について情報収集を行うとと
もに、障害者優先調達推進連絡会
議において全庁的な取組みを推進し
ます。

令和５年度大牟田市障害者就労施設等からの物品
等調達実績に関しては、推進方針に掲げる物品等の
調達目標金額を達成することができませんでした。
（達成率：94.2%）

障害者就業・生活支援センターと連
携し、就労移行支援＊事業等を活用
しながら、福祉施設を利用している
障害のある人の一般就労への移行
を推進します。

令和５年度の福祉施設利用者の一般就労移行実績
は17人。（就労移行支援9人　就労継続支援A型　4人　
就労継続支援B型　4人）

人に優しいまちづくりを推進するた
め、「交通バリアフリー基本構想」に
基づき、歩道、鉄道駅、バス停等の
バリアフリー化を進め、誰もが快適
に生活できる都市空間の整備を促
進します。

市民に対して、交通バリアフリー基本構想の周知を
図るための出前講座を2回開催。

働く意欲と多彩な技能・知識・経験を
持つ高齢者に対して、地域に密着し
た短期・臨時的就業を提供し、就業
機会の拡大を図ることで高齢者の社
会参加や生きがいづくりに寄与し、
活力ある地域社会づくりを推進しま
す。【実施主体：シルバー人材セン
ター】

〈令和５年度実績〉
・会員数５５７人　　　　　（前年度＋２６人）
・就業実員数４１１人　　（前年度△７１人）

様々な経験や学習によって培われ
た知識や技能を活かすことができる
場や機会の充実を図るため、市民の
学習活動を支援するボランティアを
登録するとともに、市民からの求め
に応じてコーディネートをしながら派
遣を行います。

市民の学習を支援するために、さまざまな経験や学
習によって培われた知識や技能を持っている人材
を、｢生涯学習ボランティア｣として登録し、地域･施
設･学校などで行われる学習会や行事等に派遣しま
した。
＜おおむた生涯学習まちづくり推進協議会＞
・生涯学習ボランティア延べ登録者数：1,547人
・派遣回数：延べ451回（参加者数延べ16,818人）

高齢者の学習成果を生かした活動
の機会を提供することで、生きがい
づくりと社会参加の促進を図るととも
に、介護予防の取組みを推進しま
す。

各地区公民館で21講座を実施、延べ251人参加しま
した。
全講座終了後、大牟田文化会館で開催された「絆と
夢の青春祭」において、パネル展示で受講生の学び
の成果を発表しました。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

16
サークル社会参
加促進事業

地区公民館（生涯学
習課）

継続 無

17 老人クラブ活動
健康づくり課
福祉課（総務企画担
当）

継続 無

18
就労支援ネット
ワーク

福祉課（総合相談担
当、障害福祉担当）

継続 無

新規
事業

市民が行う自主的なサークル活動
に対して、サークル活動の発展と社
会参加の促進を図るための支援を
行い、高齢者の生きがいづくり・仲間
づくりを推進します。

各地区公民館でサークル体験会及び研修会を16事
業実施675人参加、学習成果の発表として文化祭を
開催し、8,909人が参加しました。

市内の単位老人クラブや大牟田市
老人クラブ連合会において、年間を
通して恒常的かつ計画的に実施さ
れる高齢者の仲間づくり、健康づく
り、生きがいづくり等の活動を計画
的に実施します。【実施主体：老人ク
ラブ】

・単位老人クラブによる社会奉仕活動事業、老人教
養講座関係事業、スポーツ振興講座事業を実施しま
した。

・大牟田市老人クラブ連合会によるリーダー研修会
やグラウンドゴルフ大会など、介護予防活動支援事
業を実施しました。　36クラブ

就労支援を担う関係機関・団体等が
それぞれ持ちうる機能やネットワー
クを共有し、就労支援機関としての
スキルの向上を図るとともに、高齢
者、障害者、生活困窮者等様々な人
が、働くことができるようになることを
支援します。

【福祉課総合相談担当】
R5年度は、就労支援に関わる機関で組織する就労
支援ネットワーク会議(拡大会議4回、事務局会議9
回)を通じ、次のことに取組みました。
・高齢者、障害者、働きづらさを抱える人など就労に
おいて支援を必要とする人の新たな就労先を探す就
労支援の取組を検討しました。
・各支援関係機関における就労支援の取組みの発
信、共有をしました。
・就労支援セミナーを開催しました。
　（テーマ「障害者雇用の現状と課題」　参加人数45
名）



【基本目標３】誰もが多様なきっかけや、つながりで参加できる社会
（２）社会参加を実現するアクセシビリティの向上 P122～P125

★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点

1
手話奉仕員等の
派遣事業及び手
話通訳設置事業

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

2
手話奉仕員養成
講座

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

3
朗読奉仕員養成
講座

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

4
点訳奉仕員養成
講座

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

5
要約筆記奉仕員
養成講座

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

内容 R5年度実績

聴覚障害者のコミュニケーションの
円滑化を推進するため、手話奉仕員
及び要約筆記奉仕員を派遣し、ま
た、福祉課に手話通訳者を設置する
事業を行うなど、コミュニケーション
支援の充実を図ります。

聴覚障害者のコミュニケーションの円滑化を推進する
ため、手話奉仕員及び要約筆記奉仕員を派遣し、ま
た、庁内で、いつでも対応できるよう福祉課障害福祉
担当に手話通訳者を職員として配置するなど、コミュ
ニケーション支援の充実を図りました。
本事業とは別に、福祉課障害福祉担当以外の市の
担当課が主催する講演会等でも合理的配慮の観点
から、手話通訳や要約筆記派遣の取り組みが増加し
ています。

聴覚障害者の自立と社会参加の促
進を図るため、手話奉仕員養成講座
の充実を図ります。

聴覚障害者の自立と社会参加の促進を図るため、手
話奉仕員養成講座（入門課程）を実施しました。

受講人数　２９人
修了人数　２０人
登録人数　　０人

視覚障害者の自立と社会参加の促
進を図るため、朗読奉仕員養成講座
の充実を図ります。

視覚障害者の自立と社会参加の促進を図るため、朗
読奉仕員養成講座を実施しました。

受講人数　 　３人
修了人数　 　３人
登録人数　 　３人

視覚障害者の自立と社会参加の促
進を図るため、点訳奉仕員養成講座
の充実を図ります。

視覚障害者の自立と社会参加の促進を図るため、点
訳奉仕員養成講座を実施しました。

受講人数　 ３人
修了人数　 ３人
登録人数　 ２人

聴覚障害者の自立と社会参加の促
進を図るため、要約筆記奉仕員養成
講座の充実を図ります。

実施団体の体制が整わなかったため、中止。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

6
障害児・者への障
害福祉サービス
の充実【再掲】

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

7
大牟田市立図書
館における障害
者サービス事業

生涯学習課（生涯学
習担当）

継続 無

8
学校建設事業（再
編分）学校再編整
備

学務課 継続 無

9
施設のバリアフ
リー＊化の充実

建築住宅課 継続 無

10
人にやさしい公共
施設のあり方検
討委員会

保健福祉総務課 継続 無

11
交通安全施設整
備事業

土木建設課 継続 無

障害児・者に、訪問介護、行動援
護、生活介護及び短期入所等の障
害福祉サービスの適切な利用の促
進を図ります。

利用者数　居宅介護　360人　重度訪問介護　7人　
同行援護　53人　行動援護　6人　生活介護　380人　
施設入所支援　216人　短期入所　24人　療養介護　
32人

視覚障害者を対象に録音図書や点
字図書の貸出し等のサービスを行い
ます。また、ボランティア団体と連携
し、障害者のニーズにあった図書資
料の充実に努めます。

【点字サービス】
登録者：29人、貸出数：87タイトル・321点
【録音サービス】（デイジー含む）
登録者：106人、貸出数：191タイトル・301点

令和4年5月より電子図書館（テキスト版サイト）サー
ビスを開始しています。

大牟田市立学校適正規模・適正配
置計画第２期実施計画に基づく学校
建設事業（再編分）学校再編整備で
建て替える体育館に障害者用トイレ
やスロープを設置します。

無

　福岡県福祉のまちづくり条例を基
本として、全ての市民に使いやすい
施設になるように、一定規模以上の
施設の新築時等においてバリアフ
リー化に関する審査・検査を行い、
ハード面からのバリアフリー化の充
実を図ります。

（バリアフリー）
審査：１件、検査：２件

（福祉のまちづくり）
審査：７件、検査：14件

公共施設の新築及び大規模改修等
を行う際の計画段階において、関係
部局が連携して、施設計画に関する
指導・助言を行うことにより一層のバ
リアフリー＊化とユニバーサルデザ
イン＊の推進を図ります。

・大牟田市総合体育館の多目的トイレモデルの内覧
会に参加（①R5.5.2　②R5.5.8)し、指導や助言を行い
ました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
大牟田中央校区コミュニティセンターの整備について
書面により委員会を開催（R5.8.28）し、助言等を行い
ました。

歩道の段差や急勾配など通行に支
障となっている箇所の改良、及び視
覚障害者ブロックが必要な箇所への
設置等について、関係者と協議しな
がら整備を推進します。

浄真町1号線道路改良工事にて歩道設置（L=16.5m)
の際、歩車道境界ブロック乗り入れ部について、一部
バリアフリータイプ（L=5.7m)を設置



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

12
路外駐車場のバ
リアフリー＊化の
促進

都市計画・公園課 継続 無

13

交通バリアフリー
＊基本構想の推
進
〔再掲〕

都市計画・公園課 継続 無

14
公共交通空白地
域の解消に向け
た実証実験

国県道路・地域交通
対策課

継続 無

15
大牟田市公式
ホームページの
充実

デジタル行政推進室 継続 無

16
投票所における
段差解消等の投
票環境の向上

選挙管理委員会 継続 無

新規
事業

福岡県福祉のまちづくり条例に基づ
き、不特定かつ多くの人が利用する
路外駐車場の新設・改良等におい
て、届出が必要となる施設の審査・
検査を行い、ハード面からのバリア
フリー化を促進します。

福岡県福祉のまちづくり条例においては、自動車の
駐車の用に供する面積が500㎡以上かつ料金を徴収
する場合に届出が必要とされているが、令和5年度は
対象となる行為がなかったため届出はありませんで
した。

人に優しいまちづくりを推進するた
め、「交通バリアフリー基本構想」に
基づき、歩道、鉄道駅、バス停等の
バリアフリー化を進め、誰もが快適
に生活できる都市空間の整備を促
進します。

市民に対して、交通バリアフリー基本構想の周知を
図るための出前講座を2回開催しました。

公共交通でカバーされていない地域
での生活利便性確保を目的とした公
共交通サービス水準の向上を目指
します。
公共交通による人口カバー率が低
い上に高齢化率が高く、地形の高低
差がある三池校区を対象に乗合タク
シーによる実証実験を実施します。

R3～4年度の実証実験の結果を踏まえて地域と協議
し、当分の間、三池校区での実証実験は見送ることと
しました。新たに地域からの要望等が出てきた場合
に改めて対応することとしています。
また、他校区からの相談について随時対応しており、
市内で実施している生活交通支援事業の案内などを
行っています。

市の公式ホームページについて、誰
でもがわかりやすく、使いやすい
ホームページとするため、利用者の
視点に立ったデザインやサイト構成
にするとともに、ウェブアクセシビリ
ティに配慮したコンテンツ（情報内
容）の充実を図ります。

令和5年4月の公式ホームページのシステムバージョ
ンアップ時にウェブアクセシビリティチェック機能を導
入し、利用者にとって見やすい記事になっているかを
記事公開前に確認できるようになりました。
また、職員向けに研修を実施し、ウェブアクセシビリ
ティの重要性について説明しました。

移動に困難を抱える障害のある人
等に配慮した投票所のバリアフリー
化、障害のある人等の利用に配慮し
た投票設備の設置、投票所における
投票環境のさらなる向上に努めると
ともに、イラストボードの活用による
投票補助等の適切な実施等の取組
みを促進します。

・各投票所内では、適宜、障害者や高齢者等に配慮
したレイアウトの変更を行い、動線の確保や必要に
応じてスロープ等の設置を行いました。
・全投票所へのコミュニケーションの円滑化を図るた
めイラストボードの配布を行いました。
・期日前・各当日投票所では、「お手伝い、介助が必
要な方は職員にお声かけください」という案内板を設
置しました。
・投票事務従事者への研修時に、障害のある人への
特段の配慮を行うよう周知を図りました。



【基本目標３】誰もが多様なきっかけや、つながりで参加できる社会
(3)教育の充実・学習活動の促進 P126～P128

★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点

1
生活困窮世帯等
の子どもたちの学
習支援

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

2
サポートノートの
活用

子ども家庭課 継続 無

3
障害児通所支援
事業

福祉課（障害福祉担
当）

継続 無

4 福祉教育の推進 福祉課 継続 無

5
通級指導教室の
充実

学校教育課指導室 継続 無

内容 R5年度実績

貧困の連鎖を防ぐため、学習支援を
行う中で、子どもに日常的な生活習
慣の習得や不登校等の子どもに対
しての居場所としての機能も包括し
た支援を行い、生活困窮世帯の子ど
もたちが将来の夢や目標を持ち健
全な育成が図られることを目指しま
す。

市内3か所で週1回開催し、延べ1000名が参加しまし
た。
参加している中学３年生のうち、6名の高校進学が決
定しました。

発達障害等があり、支援を必要とす
る子どもの特徴や接し方などの情報
を保護者等が記入し、関係機関に提
示することで、適切な支援が受けら
れることを目的として作成する「サ
ポートノート」についての周知・配布
を行い、その活用を図ります。

ホームページやわくわくブックにおいて周知を行いま
した。
また、ホームページではサポートノートのダウンロード
ができ、子ども家庭課に来庁の必要なく自宅等でも入
手ができるよう整備済みです。

就学中の障害のある子どもへ、放課
後や夏休み等に生活能力向上のた
めの訓練等を継続的に提供する放
課後等デイサービス等により、発達
支援を行います。

利用者数　児童発達支援　93人 放課後等デイサービ
ス　253人　保育所等訪問指導　22人

児童・生徒に対して福祉への理解と
関心を高めることを目的に、福祉教
育推進校の指定を行い、共同募金
配分金を活用した支援を行います。
【実施主体：市社会福祉協議会】

福祉教育の推進人材の育成2件　　　　　　　　　　　　　　　
福祉教材貸出18件
ゲストティーチャー派遣調整17件

言語や情緒並びに学習面等に障害
があるために本来の能力を伸ばしき
れていない児童生徒の障害を改善
し、学校生活への適応を高め、豊か
な人間関係の育成に努めます。ま
た、通級指導教室教職員等の専門
家による発達障害に関する研修を
行います。

・令和５年度は２月現在、自閉症･情緒障害、言語障
害、ADHD等の４教室設置され、６１名の児童生徒を
受け入れています。
・地域のセンターとして、軽度障害のある児童生徒の
理解に関する研修や授業参観を通しての担任等へ
の助言を行いました。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

6 就学支援委員会 学校教育課指導室 継続 無

7
特別支援教育研
修会

学校教育課指導室 継続 無

8
障害児の受診指
導の推進

学校教育課指導室 継続 無

9 学習情報の提供 生涯学習課 継続
①生涯学習
情報誌の見
直し

10 絵本教室
福祉課（地域支援担
当）

継続 無

大牟田市教育委員会において、障害の
種類、程度等の判断について、専門的
立場から審議する機関として就学支援
委員会を設置し、6月と9月の年2回開催
します。就学支援委員会は、的確な判
断を行うために教育学、医学、心理学等
各方面の専門家から構成し、総合的な
観点から判断をします。また、障害のあ
る児童生徒一人ひとりの教育的ニーズ
に応じた教育をうけることができるよう
に、就学先についての保護者への説明
並びに保護者の意見等を踏まえなが
ら、就学相談や合理的配慮＊等を行い
ます。

・６月と９月に実施し、相談数は計３６件（小学生１３
人、中学生２人、来学年児２１人）でした。就学後は、
児童生徒一人一人の実態を把握し、保護者の意見を
踏まえ個別の指導計画等を作成し、個に応じた支援
を行っています。

各学校における特別支援教育の充実の
ために、各学校の特別支援教育担当者
による大牟田市特別支援教育担当者会
を組織し、専門家の講話や実践発表、
授業を通した研修会を開催することによ
り、教職員の専門性を高めていきます。
また、事例研究の場を設け、合理的配
慮＊等についての実践的な研修の充実
を図ります。

特別支援教育研修会を、大牟田特別支援学校支援
部が中心となり、年３回(学期１回）、授業研を１０月、
事例研究会を７月に実施しました。自作の教材教具
や個に応じた活用などの事例発表が行われました。

特別支援学校＊等での健康診断を学習
の場として捉え、児童生徒への医療受
診の模擬体験等（DVDや絵カード等を
使った事前指導等）に取り組みます。

各種検診事前指導のための教材作成と活用として、
内科検診や歯科検診等においてリハーサルを実施し
ました。

学習情報誌「まなびのカタログ」や
様々な媒体を活用し、市民へ学習情
報を提供します。また、学習情報を
提供することにより、学習需要の喚
起を図ります。

年間を通じて情報誌やリーフレット、ホームページ、
愛情ねっとなど多様な媒体を活用し、様々な学習情
報を提供しました。
①学習情報誌「まなびのカタログ」の発行（奇数月に
年6回発行 2,000部／回）  
②おおむた生涯学習メニューブックの発行（冊子
2,500部）
③広報おおむたによる学習情報及び生涯学習の啓
発（全9回）
④その他：ホームページ、LINE、愛情ねっと、
YouTubeを活用した情報発信

子どもの頃から認知症という病気を正し
く理解してもらうために、手作りの絵本
「いつだって心は生きている～大切なも
のを見つけよう～」を使い、小中学校単
位で開催します。

小学校５校、中学校４校に絵本の貸し出しを行い、絵本教
室を開催しました。延べ５６３名の児童生徒に啓発を行い
ました。



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

11
多様な学習機会
提供事業

生涯学習課 継続
企業出前講
座の愛称見
直し

12
高齢者生きがい
づくり社会参加促
進事業【再掲】

地区公民館（生涯学
習課）

継続 無

13 健康教育 健康づくり課 継続 無

新規
事業

行政職員が市民の求めに応じて市
民の学習の場に出向いて市政につ
いて説明を行う「市役所職員出前講
座」や企業出前講座「がんばる地場
企業」、高等教育機関等と連携した
「市民大学講座」などを通して、「い
つでも、どこでも、誰でも楽しく学習
できる環境を整備し、市民の自主的
な学習活動の促進を図ります。

・企業や高等教育機関との連携などにより実施する
学習機会の充実を図ることで、、市民の自主的な学
習活動の促進につながりました。
 ＜おおむた生涯学習まちづくり推進協議会＞
・企業出前講座「がんばる地場企業」【企業】：29社55
メニュー／実施回数30回／受講者延698人
・市民大学講座【高等教育機関との連携】：4回（帝京
大学・有明高専）／受講者　延90人
＜大牟田市生涯学習まちづくり推進会議＞
・市役所職員出前講座【行政】：123メニュー／派遣回
数97回／受講者　延2,962人
・動画で学ぼう出前講座（インターネットを活用した出
前講座の動画配信）【行政】：8件

高齢者の学習機会及び心と身体の
健康づくりの機会を提供することで、
高齢者の生きがいづくりと社会参加
の促進を図ります。

各地区公民館で21講座を実施、延べ251人参加しま
した。
全講座終了後、大牟田文化会館で開催された「絆と
夢の青春祭」において、パネル展示で受講生の学び
の成果を発表しました。

健康づくりに関する正しい知識の普
及啓発を図ります。

高血圧予防の普及啓発のため、集団健診で高血圧
の仕組みと予防について講話を17回実施しました。
また、減塩商品や飲料水の砂糖の量など展示も同時
に実施しました。　　　



【基本目標３】誰もが多様なきっかけや、つながりで参加できる社会
(4)住まいの確保と生活支援の充実 P129～P130

★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点

1

おおむたキャロッ
トサービス（生活
支援体制整備事
業）

福祉課（総合相談担
当）

継続
協力会員登
録料の廃止

2
住居確保給付金
事業

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

3
公営住宅等建設
事業

建築住宅課 終了 無

4
サービス付き高
齢者向け住宅の
質の向上

建築住宅課 継続 無

5
住宅確保要配慮
者への入居支援
事業

建築住宅課 継続 無

6
住居についての
相談支援等

建築住宅課 継続 無

内容 R5年度実績

サポーター登録した協力会員が、日
常生活において生活課題を抱えて
いる障害者・高齢者世帯等を対象
に、制度の狭間などで公的な福祉
サービスでは対応できない支援につ
いて、有償性・非営利性・会員制に
基づく生活支援サービス「住民参加
型福祉サービス（キャロットサービ
ス）」を実施します。【実施主体：市社
会福祉協議会】

・市社会福祉協議会に委託している生活支援体制整
備事業の一部として、実施しています。
・サービス提供者としての研修である、協力会員養成
講座を実施（全6回）するとともに、利用促進を図って
います。
・R5年度は、利用会員登録者89人、協力会員登録36
人、サービ利用利用件数1,733件でした。
・協力会員の年齢層としては、40歳代～80歳代となっ
ており、主に70歳代の方々が活躍していただいてい
ますが、担い手不足等により、会員数、活動件数とも
に前年度より減少しています。

離職や廃業等により経済的に困窮し
ている人へ住居確保給付金を支給
することで、住居及び就労機会の確
保を支援します。

離職等により、住居を失うおそれのある人４名、８件
の住居確保給付金の支給を行い、住環境の基盤を
確保し、就労支援等の自立に向けて支援を行いまし
た。

障害者や高齢者等も生活しやすい
バリアフリー化した住宅を整備しま
す。

令和４年度に市営高泉住宅建替事業によるバリアフ
リー化した住宅の整備が完了。令和５年６月には入
居者の移転が完了。

「住まい」としてのサービスの質を確
保するため、地域の医療・介護サー
ビスとの連携推進等を担いながら市
内の運営事業者のネットワーク化を
促進します。

新型コロナウイルス感染症拡大に伴うセミナー等の
中止

　住宅確保に配慮を要する高齢者等
に対して、住居に関する相談対応、
入居マッチング、入居後の定期的な
連絡、所有者に対する障害のある人
への理解促進等の入居支援を行い
ながら、住む人が地域とのつながり
を感じながら安心して自分らしい快
適な暮らしができる環境の整備を進
めます。【実施主体：居住支援協議
会】

・相談件数（累計）　657件
　　（内訳）
　　　　入居相談　136件
　　　　建物相談　110件
　　　　建物調査　6件
　　　　入居中対応　204件
　　　　入居マッチング　７件
　　　　契約件数　４件
　　　　その他　190件

住宅確保要配慮者が安心して入居
でき、不動産仲介業者等が安心して
管理物件を貸し出せるように様々な
機関と協働して支援します。【実施主
体：大牟田ライフサポートセンター】

・相談件数（累計）　1,606件
　（内訳）
　　　入居支援　169件
　　　身元保証　29件
　　　入居中対応　1,211件
　　　その他　197件
・現会員数（令和5年度末現在）　50人
・シェルター利用件数　5件（9人）



★主な事業

事業名 所管課
事業

継続/終了
R6年度以降の

変更点
内容 R5年度実績

7
一時的に暮らすこ
とのできる住居の
確保

福祉課（地域支援担
当）

継続 無

新規
事業

住まいのない生活困窮者等の住宅
確保要配慮者が、一時的に暮らすこ
とのできる住居を確保し、生活を支
援します。

一定期間、宿泊場所を提供し、生活基盤を整えたう
えで住宅の確保を行いました。
ホテル利用：15世帯・131泊
シェルター（2部屋確保）：14世帯・558泊


